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１ はじめに 

 

１．１ 本書の目的 

平成２１年度、医療・健康・福祉ワーキング（以下、当ＷＧ）では「健康情報活用基盤導入の手引き」、

「健康情報活用事例紹介」をまとめた。この中では、平成１８年度から検討を重ねてきた日本版ＥＨＲの

概念整理を実施するとともに、今までには無かった新たな概念として自治体業務が実施する「健康支援

サービス」を日本版ＥＨＲの適応領域に据えるとともに、その有用性について確認してきた。 

平成２２年度は「健康支援サービス」の更なる具体的なモデリングを実施するとともに、地域情報プラ

ットフォーム標準仕様との整合を図るための標準化検討を実施した。今回、医療・健康・福祉アプリケー

ション基本提案書を第４版に改版することで、２ヶ年に渡る上記の検討結果の集約をしてみたい。 

 

本書では、自治体業務としての「健康支援サービス」等をいかに効率的に実施するかを最大の論点と

して、基礎自治体から求められるべき日本版ＥＨＲの要件を定義することを目的とする。また尐しでも多く

の国民にとって最大の価値が発揮できる、基礎自治体主導型の日本版ＥＨＲの早期実現を目指すもの

である。 



4 

 

１．２ 検討の背景 

当ＷＧでは、必要に応じてプロジェクトチーム等を編成し、平成１８年度から以下のようにＥＨＲについ

ての検討を実施してきた。平成２０年からは健康情報活用基盤と呼称も新たにして、基礎自治体としてあ

るべきＥＨＲについての検討を続けてきた。 

一方、まず基礎自治体として提供が可能な具体的な健康支援サービスの要件を定義し、そのために

システムとして具備しなければいけない機能要件を整理する検討プロセスをとり、今年度までに一定の

結論を出し成果としてまとめる。 

 

（１） 検討の変遷 

 

平成１８年度から、当ＷＧでは医療健康情報の利活用に関わるアプリケーションに関しての検討

を続けてきた。検討当初は地域医療連携を実現する手段としての電子カルテ情報の共有や、遠隔

医療等を含む遠隔画像診断のための仕組みを含み幅広い観点での検討を実施してきた。平成２０

年度に検討のスコープの整理を実施し、それ以降は、基礎自治体がユーザとなりうる情報基盤とし

てあるべき姿等に関しての検討を続けてきた。また、平成２１年度からは基礎自治体が住民の健康

を増進させるためのサービス（「健康支援サービス」の呼称として、今後新たに業務の定義化と標準

化が必要）をするために必要となるＩＣＴの仕組みとして、更に検討スコープの絞り込みを整理してき

た。 
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表１－２－１ 当ＷＧにおけるＥＨＲ検討の変遷 

 

年次 活動概要 キーワード 作業体制 

平成１８年度 健康医療情報の活用について幅広い視点

からのケーススタディを実施することで、医

療・健康・福祉アプリケーション基本提案書

（第１版）内で、「ＥＨＲ（健康領域）プロジェク

ト検討報告書（第１版）」を作成した。 

医療保険事務、生涯健

康管理、遠隔医療、地

域連携、情報化促進、

加古川市「健診情報」、

静岡県「静岡県版電子

カルテシステム」、加東

市「遠隔健康支援」 

ＥＨＲ（健康領域）プロジ

ェクトチーム（８団体） 

平成１９年度 先進自治体と共同研究を実施し、視察や普

及開発活動を通じて「生涯健康情報基盤（Ｅ

ＨＲ）基本提案書 第１版概要版」を作成し

た。 

その他、ＮＷセキュリティプロジェクトチーム

（リーダ：ＮＴＴデータ）による「災害時医療に

おけるＩＣＴ活用モデル基本提案書  第１

版」、同じく介護ネットワークサービスプロジ

ェクトチーム（リーダ：日立製作所）による

「介護ネットワークサービスプロジェクト基本

提案書 第１版」をそれぞれ作成した。 

 

生涯健康情報基盤、介

護情報共有サービス、

介護予防サービス、災

害 時 医 療 支 援 サ ー ビ

ス、健康増進サービス、

検診情報統計分析サー

ビス 

ＥＨＲ（健康領域）プロジ

ェクトチーム（リーダ：富

士通、他１２団体） 

平成２０年度 ＥＨＲの呼称を「健康情報活用基盤」と改め

た上、基礎自治体が住民の健康増進を支

援するためのツールとして位置づけ、この

支援サービスを「健康支援サービス（ユニ

バーサルサービス）」と定義することで、検

討スコープを修正した。検討成果について

「健康情報活用基盤 ユニバーサルサービ

ス・モデル基本提案書  第１版」を作成し

た。 

その他、「介護ネットワークサービスプロジェ

クト基本提案書 第３版」、「介護ネットワー

クサービス基本仕様書」、「情報活用による

介護予防事業の調査報告書」と合わせ、

「医療・健康・福祉アプリケーション基本提

案書 第３版」を作成した。 

健康情報活用基盤、基

礎 自 治 体 、 健 康 支 援

サービス、ユニバーサ

ルサービス 

ＥＨＲ（健康領域）プロジ

ェクトチーム（リーダ：ＮＴ

Ｔコミュニケーションズ、

和歌山地域医療情報ネ

ットワーク協会、他１３団

体） 

ＮＷセキュリティプロジェ

クトチーム（リーダ：ＮＥ

Ｃ、他５団体） 
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年次 活動概要 キーワード 作業体制 

平成２１年度 「健康支援サービス」のユースケース仮説

（小児、成人、高齢者、調剤）を設定し、基礎

自治体へのインタビューを通じて、「健康支

援サービス」の有用性を検証を実施した。検

討成果について「健康情報活用基盤導入の

手引き」、「健康情報活用事例紹介」を作成

した。 

健 康 支 援 サ ー ビ ス 、

ユースケース 

ユースケース検討タスク

フォース（リーダ：ＮＥＣ） 

 

 

 

図１－２－１ （参考）当ＷＧの活動経過 
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（２） ＡＰＰＬＩＣで考える健康情報活用基盤とは 

 

現在の健康情報活用基盤について述べるにあたり、２１年度「健康情報活用基盤導入の手引き」

でまとめられている内容について改めて概略をまとめてみたい。用語の定義と前提としている仮説

については下表のとおりである。 

 

 

図１－２－２ 健康情報活用基盤等の用語 

 

健康情報活用基盤とは、基礎自治体が住民の健康情報を利活用し、現物支給としての健康支援

サービスを住民に提供をするため、それに資する情報を提供することができる情報基盤のことを指

す。副次的な効果としては、匿名化データを利用した健康保健施策の企画や評価、また住民や医

療者に対して情報を公開することで、健康への関心が深まることによる住民の行動変容や最適な

医療サービスの提供が可能となる。 
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このような健康情報活用基盤が実現する社会像（全体イメージ）をまとめると、下図のようにな

る。 

 

 

図１－２－３ 健康情報活用基盤のもたらす将来イメージ 
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（３） 健康情報活用基盤のもたらす価値 

 

このように健康情報活用基盤は多種な価値をもたらすが、これらの価値は基礎自治体にもたらさ

れる価値と地域住民にもたらされる価値に大別される。これらは下表のように総括することができと

考えられる。 

 

 

図１－２－４ 健康情報活用基盤のもたらす価値 

 

一義的には基礎自治体における業務改善や業務効率化、あるいは保健医療に関わる財政の最

適化等の価値が発生するが、これらを通じて最終的には住民一人ひとりの健康に寄与することが

でき、健康でいきいきと暮らせる期間が増長することが最大の価値となるであろう。 
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過去に検討されてきたＥＨＲの概念としては、民間セクタが一部個人の健康情報の預託を受け電

子的な健康支援サービスを有償で提供するモデル（個人主導型のＥＨＲ）や、医療機関同士が相互

に診療情報等を共有することで医療サービスの質の向上を図るモデル（医療者主導型のＥＨＲ）な

どが検討されてきたが、それらのＥＨＲの恩恵に預かれる国民の数は極めて限られるであろう。当

ＷＧでは、ユニバーサルサービスとしての健康支援サービスとそれを下支えするツールとしての健

康情報活用基盤を標榜するとともに、一人でも多くの国民がＥＨＲの恩恵を受けられることを第一義

として自治体主導型のＥＨＲの提唱をしてきた。 

 

 

図１－２－５ 健康情報活用基盤の価値を享受できる母数 
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１．３ 平成２２年度の検討概要 

平成２１年度までの議論を踏まえつつ、平成２２年度は健康情報活用基盤のスコープの全体像を確定

させる作業から着手した。健康情報活用基盤のスコープの全体像は下図に示すとおりである。基礎自治

体以外で構築・運用されるこの健康情報活用基盤（狭義）の全体像を概説すると、図１－３－１に示すよ

うに機能を具備する必要がある。 

 

・ 基礎自治体や基礎自治体以外の情報保有機関（各県の国保連合会や社会保険診療報酬支払基

金の審査支払機関等）から健康情報を取り込む機能 

・ 既存の自治体業務システムと地域情報ＰＦ経由で接続される健康支援サービスユニット（新規）に

対して、健康情報を提供する機能 

・ 既存の自治体業務システムと地域情報ＰＦ経由で接続される登録ユニット（新規）から、属性情報

等を受け取る機能 

・ 既存の自治体業務システムと地域情報ＰＦ経由で接続される管理ユニット（新規）から、アカウント

等の制御を受ける機能 

 

一方、基礎自治体内では、下記の機能をもつ健康業務アプリケーションユニット新たに構築し、地域

情報ＰＦ経由で既存の自治体業務システムと接続する必要がある。 

 

・ 健康情報活用基盤に健康情報を登録する機能（登録ユニット（仮称）） 

・ 健康情報活用基盤の健康情報を参照する機能（健康支援サービスユニット（仮称）） 

・ 健康情報活用基盤の健康情報を維持管理する機能（管理ユニット（仮称）） 

 

また、これらの機能を実現するにあたり、データ構造や入出力インタフェース等の標準化が必要となり、

全体をまとめると表１－３－１となる。 

 

今回確定した検討スコープの全体像は当ＷＧで議論を重ねた後のコンセンサスであり、今後のＷＧで

の議論は基本的には当該スコープをベースにして進める必要がある。 
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図１－３－１ 健康情報活用基盤検討スコープの全体像 

 

表１－３－１ 健康情報活用基盤検討スコープの検討項目 
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２ 医療・健康・福祉に関する外部環境等 

本章では、当ＷＧでの検討に関連すると思われる外部環境等について、各政策内容や実証事業内容

についてまとめる。 

 

２．１ 健康情報活用基盤実証事業（総務省・厚生労働省・経済産業省） 

平成 20 年度から 3 ヵ年の計画で、沖縄県浦添市で行われてきた「健康情報活用基盤実証事業（総務

省・厚生労働省・経済産業省の三省連携事業）」は、本年度をもって事業を完了する。当該実験の内容

は本検討との関連が強く、平成 20 年度の「医療・健康・福祉アプリケーション基本提案書【第 3 版】で記

述した概要を再掲し、またより詳細な実証内容を加えて以下に説明する。 

 

（１）事業名「健康情報活用基盤実証事業（総務省・厚生労働省・経済産業省の 3 省連携事業）」 

（２）地域の概要 人口・世帯数（平成 23 年 1 月末現在） 

総人口 111,651 人 男 54,648 人 女 57,003 人 

世帯  43,896 世帯 

年齢別人口区分 15 歳未満 21,694 人 （19.4％） 

15～64 歳 74,461 人 （66.7％） 

65 歳以上 15,496 人 （13.9％） 

面積  19.09Ｋ㎡ 

（３）背景 

・ 浦添市は、産業地域である那覇市に隣接していることから毎年の人口の増加率が高い。 

・ また、出生率は全国規模で比べても著しく高くなっており、市民の平均年齢が若く、地域内の

年齢階層別人口分布では 15 歳～64 歳の人口が最も高くなっている。 

・ しかし、尐子・高齢化は徐々に進んできており、高齢者や障害者が健康で自立した生活を送る

ための条件整備や、子供を育てやすい環境づくりが求められている。 

・ そのため、平成１４年に市民の健康・医療相談窓口として「メディカルインフォメーション事業」を

開始したり、平成１５年度からは「浦添健康１０ヵ年戦略」の１つの柱として、生活習慣予防対策

である「３kg 減量市民大運動」を開始し、参加者には「健康チャレンジ手帳」を配布することで、

日常生活において健康づくりにチャレンジしている市民が語り合える機会を設けたりするなど、

市民参加型の健康増進施策を展開しているところである。 
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（４）事業概要 

本事業では、個人が自己の健康情報を安全、安心に蓄積させ、自己で参照するとともに、それを医

師、保健師等の医療従事者等に開示することで個人の健康増進に資することが可能となるような健

康情報活用基盤について、利用者である個人、医療従事者、地方公共団体等の関係プレーヤの視点

から見た効果検証を実施する。 検証にあたっては、携帯電話、インターネットを始めとする個人の利

用する様々なネットワーク環境及び地方公共団体の保健センター、医療機関のネットワーク環境を利

用して、個人が自己の健康情報を自分の管理下に置き、各種情報の蓄積、参照を可能とし、且つ医

療従事者による保健指導を始めとする様々な健康増進のためのサービスを、安全、安心に享受でき

る環境を実現する。 

 

（５）参考にするポイント 

・ 健康情報の安全な収集・統合・流通のための機能（各システムとの汎用的な接続方法、認証連携機

能・属性情報流通機能によるセキュリティの確保、相互流通性確保等） 

・ 利用者（住民、医療従事者等）が健康情報活用基盤へアクセスするための認証 

・ 利用者が安心して健康情報活用基盤を利用できる適切な運用ポリシー 

・ 健康情報活用基盤の導入による効果 

 

（６）全体概要イメージ 

 

 

 

出典：「健康情報活用基盤実証事業 ３ヵ年グランドデザイン」 （総務省・厚生労働省・経済産業省）  

図２－１－１ 健康情報活用基盤実証事業全体 
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出典：「健康情報活用基盤実証事業 ３ヵ年グランドデザイン」 （総務省・厚生労働省・経済産業省）  

図２－１－２ 健康情報活用基盤実証事業（総務省・厚生労働省・経済産業省の３省連携事業）概要 

 

（７）3 省の実施内容 

■ 健康情報活用基盤の構築―適切なセキュリティ基盤づくり 

① 健康情報流通基盤の構築＜総務省事業＞ 

 汎用的なデータ記述方式で記述された点在する個人の健康情報を標準的なサービス技

術を活用して相互に安全に流通できる機能の提供 

 アクセスするサービスが要求するレベルに合致した認証機能の提供 

 個人が認証可能な医療従事者等の第三者への開示制御機能提供 

② 健康情報活用基盤モデルシステム開発＜厚生労働省事業＞ 

 IC カード及び HPKI を用いた本人認証方式の基盤上での開発、実証 

 利用者への認証アプライアンスの発行、サービス登録等の運用スキームの検証 

 基盤上の他 AP との容易なデータ連携、利活用を促進させる健康情報データモデル検討と

モデル DB の構築、実証 

 基盤における各種健康情報の収集方法の検証 

■ アプリケーションコンテンツの開発 

③市民、就労者の健康づくり支援＜厚生労働省事業＞ 

 健康チャレンジ手帳のデータ電子化と AP 開発（ユーザ登録、健康情報登録、健康情報表

示）及び実証 

④地域の疾病傾向等を把握してエビデンスに基づいた保健医療計画の策定支援＜厚生労働省＞ 

 基盤により収集されたデータの匿名化方式の検討と匿名化 DB の構築、実証―情報収集

AP 開発、統計分析 AP 開発 
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⑤患者中心の医療 

(ⅰ)疾病管理サービス＜経済産業省＞ 

 疾病管理サービスの開発、実証 

 予防医療の促進として、担当医と疾病管理サポーター（健康サービス事業者）が、疾病管

理対象者の診療後の日々の生活の中で求められる疾病管理を効果的に行う疾病管理

サービスモデルの策定、開発、実証 

(ⅱ)電子処方箋の運用、診療 ASP（外部保存）＜厚生労働省事業＞ 

 診療情報 DB での診療情報サマリのデータモデルの試作及び DB 構築、実証 

 電子処方箋モデルシステムの試作・有意性の検証、処方情報と調剤情報との突合と医師

へのフィードバック及び服薬情報の管理、調剤薬局での服薬指導などの利用実証 

⑥保健事業における特定健診データの活用＜厚生労働省事業＞ 

 特定健診データ活用サービスとしての支援 AP 開発（健診ユーザ登録、健診結果データ登

録等）と実証 

⑦民間事業者との連携＜経済産業省事業＞ 

 健康サービス事業者による疾病管理サービス支援の開発と実証 

 疾病管理サポーター（健康サービス事業者）が担当医の運動処方箋をもとに運動指導プ

ログラムを効果的に策定し、運動指導プログラムの実践結果を疾病管理サービス情報とし

て共有する仕組みの開発及び健康サービスビジネスの視点を含めた実証 

 

以上「経済産業省 健康情報活用基盤構築のための標準化及び実証事業 浦添地域健康情報活用基盤構築実証事業

プロジェクト 平成 21 年度事業成果報告書 代表団体：日本システムサイエンス株式会社 平成 22 年 3 月」より抜粋（書

式等は変更） 

https://microsite.accenture.com/meti/Pages/default.aspx 

 

今後、3 ヵ年の総括が報告されるので、注視されたい。 

 

（８）事業で採用された通信方式 

当該事業の通信方式は、健康情報活用基盤の要件を満たし、セキュリティが考慮されているオープ

ンで中立的な Web 技術仕様が考慮された。 

健康情報は、それを管理する主体として、地方公共団体、医療機関、保険者、民間企業等が想定さ

れ、それぞれが個人情報を独立した ID 体系によって管理していることが想定された。独立管理されて

いる ID どうしを安全に連携するために、SAML2.0（Security Assertion Markup Language 2.0）で定義さ

れている仮名による連携方式を採用している。 

また、独立して管理されている健康情報を、例えばポータルサイト等に収集し、自身もしくは医療従

事者等が活用するというような、サイト間での情報の流通についても考慮する必要があるため、

SAML2.0 との親和性が高い、属性情報流通を実現する仕様である ID-WSF2.0（Liberty Identity Web 

Service Framework 2.0）を採用している。 
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流通される健康情報は、情報の再利用を考慮し、医療情報交換のためのXML標準規約であるHL7

（Health Level Seven）を採用している。 

※参考文献：NTT 技術ジャーナル 2010 年 10 月号「健康情報活用基盤（日本版 EHR）実証事業への取組み」

櫻井陽一／清水教弘 NTT コミュニケーションズ） 
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２．２ 地域情報プラットフォーム推進事業（健康分野）（総務省） 

総務省は、地方公共団体における健康支援サービスのあり方等について、「平成 21 年度地域情報プ

ラットフォーム推進事業」において、「地域情報プラットフォーム標準仕様書 V2.0」に準拠したシステムの

実証実験を行った。 

 

（１） 事業名「地域情報プラットフォーム推進事業（健康分野）」 

（２） フィールド地方公共団体：和歌山県白浜町、高野町 

（３） 事業概要：地方公共団体が実施する「特定保健指導」をテーマに、より効率的・効果的な特定保

健指導ができるモデルを検討し、次期モデルを以下の図のとおり、設計し、次の①～③について

検証を行った。 

① 地方公共団体内の健康情報の連携の検証（机上検証） 

② 地方公共団体間の健康情報の共有・連携検証 

③ 官の健康情報と民のフィットネス情報を連携させたポータルの検証 

健康増進への意識向上

フィットネス
情報ＤＢ

健康管理ポータルサービス

ポータルサービス事業者

民間健康
サービス事業者

登録者の
情報

地
域
情
報
Ｐ
Ｆ

地
域
情
報
Ｐ
Ｆ

筋トレマシン

歩数計

健康に関
する情報

利用者の申請に基づき
トレーニング等の情報
を地域情報PFにより取
り込む

地方公共団体

健診情報
保健指導

健診情報
レセプト

生活機能
介護

健康係国保係介護係

・・・・・
・・・・

・・・係

地域情報ＰＦ地域情報ＰＦ地域情報ＰＦ 地域情報ＰＦ

地域情報PFにより地方公共団体内の保健指導に必要な情報を集約する

地方公共団体内の健康情報の一元化

地方公共団体

健診情報
保健指導

健康係

・・・・・
・・・・

・・・係

地域情報ＰＦ 地域情報ＰＦ

引越し時の健康情報の継承

地方公共団体間の健康情報の共有

健康づくりの
アドバイザー

住民

健康づくり支援

官民の連携

 

出典：総務省  

図２－１－３ 実証用システム 
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（４） 課題及び解決策 

技術的課題については、同年度の実施した他分野の地域情報プラットフォーム推進事業におい

て検討され、本事業では、運用面・制度面の課題抽出とその解決策に注力した。 

① 地方公共団体が所有する情報の開示について 

＜開示申請手順＞ 

【課題】 個人情報保護条例に基づき開示申請を行う必要があり、開示決定まで時間を要する

場合が高く、事務負担が大きい。 

【解決策】個人情報保護条例で定められていない実際の運用方法は、規則要綱で定めることで、

即時に情報を開示できる運用方法に変更する。 

 

＜民間企業への情報の提供＞ 

【課題１】開示情報は直接本人に渡すことになっており、民間への情報提供の際、住民が地方

公共団体から情報をもらい、民間企業へ提供しなければならず、住民の負担が大きい。 

【解決策１】個人情報保護条例を本人が認める場合については、第３者機関への情報提供を認

めるように改正する。 

 

【課題２】「電子計算機の結合の制限」について個人情報保護条例で規定があり、地方公共団

体の電子計算機を外部機関と接続することに関して制限がある。 

【解決策２】「電子計算機の結合の制限」において例外規定（「公益上の必要があり、かつ、個人

情報について必要な保護措置が講じられていると認める場合を除き」）が設けられているため、

こちらを適用する。ただし、地方公共団体だけでは判断できない場合については、個人情報保

護審査会に諮ることも必要である。 

 

＜地方公共団体内のデータ連携＞ 

【課題】同じ地方公共団体内においても、異なる部署さらには、同じ部署であっても係が異なれ

ば事務分掌規程により、特段の事情がない限り、情報共有が許可されていない。 

【解決策】個人情報保護条例の例外規定（「同一の実施機関内で実施し、又は他の実施機関に

提供する場合で、個人情報を利用し、又は提供することが実施機関の所掌事務の遂行に必要

かつ不可欠のものであり、かつ、該当利用又は提供によって、本人又は第三者の権利利益を

不当に侵害するおそれがないと認められるとき。」を適用する。ただし、これを適用し、運用する

場合においても、一度決裁を受ければ永久に有効であるような事務運用は避けるべきで、年度

当初に再度決裁を行う運用体制が望ましい。 

 

＜地方公共団体間のデータ連携＞ 

上記の「電子計算機の結合の制限」が挙げられる。 
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２．３ 社会保障カード（仮称）の制度設計に向けた検討のための実証事業（厚生労働

省） 

厚生労働省は、平成 21 年４月に、社会保障カード（仮称）の基本計画をまとめ、平成 21 年 9 月から平

成 22 年 7 月にかけて、社会保障カード（仮称）の運用面での課題の抽出・解決策を探る実証事業を行な

った。 

 

（１）背景と目的 

社会保障カード（仮称）は、1 枚のカードで年金・医療・介護・福祉などの社会保障の情報を一覧できる

ようにしたもので、ワンストップサービスの実現による利用者の利便性向上と関連機関の情報連携によ

る業務コスト削減が目的である（図２－３－１）。 

 

 

○自分の情報の入手や必要な手続等のワンストップ化
年金記録等の入手・確認

○必要なお知らせ等の情報を提供
手続漏れによる未加入・二重加入の防止

○各機関の業務効率化、コスト削減
各種通知等のコストを削減、医療費請求の過誤調整事務
の削減による保険者等の事務負担軽減

○分野を横断した状況の把握とそれに応じたきめ細やかな施策
高額医療・高額介護合算療養費の給付等が容易に

○行政サービスの透明化や個人情報等へのアクセスの監視

行政機関

市町村
国 健康保険組合等

中継機能

バックオフィス連携

公共機関

ワンストップ
サービス

医療機関の窓口

資格確認等

 

出典：厚生労働省の資料を基に作成 

図２－３－１ 社会保障カード（仮称）のイメージ 
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本社会保障カード（仮称）の実証事業は、前述した浦添市の健康情報活用基盤実証事業の情報連携

基盤を活用しており、以下を目的としている。 

 

①浦添市で構築した情報連携基盤を各地域で構築し、以下の仮定の検証を行なうこと 

・ＩＣカードを用いた確実な本人認証 

・中継データベースを活用した安全な情報保有機関の連携 

・社会保障に関する本人情報の閲覧や活用 

･医療機関等における保険資格の確認など 

②社会保障カード（仮称）が便利で安心安全なものと利用者に実感してもらうこと 

③制度・運用面での課題を抽出すること 

④実証事業終了後も地域の公共サービスとして継続し、発展的に活用するモデルとなること 

 

（２）実証事業の概要 

上記目的を実証するため、以下の7つのコンソーシアムで、表２－３－１に示す様々なサービスを実施

した。 

（１） 鴨川市社会保障カード実証事業コンソーシアム 

（２） 日立製作所・名張市社会保障カード（仮称）実証コンソーシアム 

（３） わかやま安心医療・社会保障カードコンソーシアム 

（４） いずも医療カード利用推進コンソーシアム 

（５） かがわ SSC コンソーシアム 

（６） 福岡経済情報基盤コンソーシアム 

（７） おおむら社会保障カード（仮称）コンソーシアム 
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表２－３－１ 実証事業の内容 

 

＃ 実証地 サービス概要 サービス内容 

利用者向けサービス 医療機関向けサービス 

１ 千葉県 

鴨川市 

医療リソースの尐ない

地域における中核病院

と行政のタイアップによ

る情報連携の効果を検

証 

①医療保険資格情報 

②年金情報（ダミー） 

③健康診断結果 

④医療費通知情報 

⑤診療情報 

・医療保険のオンライン資格確認 

２ 三重県 

名張市 

住基カードを活用して

行政の効率化と住民

への利便性の両方の

実現を検証 

①医療保険資格情報 

②年金情報（ダミー） 

③健康診断結果 

④医療費通知情報 

⑤保健指導情報 

⑥予防接種情報 

⑦名張市からのお知らせ 

・医療保険のオンライン資格確認 

３ 和歌山県 

海南市 

家庭から安全・安心に

情報へアクセスする方

法として携帯、地デジ

などのアクセスの多様

化を検証 

①医療保険資格情報 

②介護保険資格情報 

③年金情報（ダミー） 

④健康情報管理（体重、歩数、血圧、

体温） 

⑤共通診察券 

⑥診療情報 

・医療保険のオンライン資格確認 

・共通診察券 

・健康情報管理（体重、歩数、血

圧、体温） 

・診療情報 

４ 島根県 

出雲市 

地域医師会等の既存

医療ネットワークを活

かした健康・医療の情

報連携の効果を検証 

①年金情報（ダミー） 

②健康診断結果 

③診療予約 

④診療情報 

・医療保険のオンライン資格管理 

・健康診断結果 

・診療予約 

・診療情報 

５ 香川県 

高松市 

身近な交通系 IC カード

を使って、住民への受

け入れ易さを検証 

①医療保険資格情報 

②年金情報（ダミー） 

③医療費通知情報 

④健康診断結果 

⑤PHR への接続 

・医療保険のオンライン資格確認 

・かがわ遠隔医療ネットワークへ

の接続 

６ 福岡県 

糸島市 

フィールド実証に加え、

フィールドでは実証不

可能な項目の仮想環

境を用いた効果の検証 

①医療保険資格情報 

②年金情報（ダミー） 

③乳幼児健診情報 

④母子手帳の電子化 

⑤役所関係お知らせ 

⑥住民票のオンライン申請、証明書

発行 

⑦地域マネー 

・オンライン環境下での医療保険

の資格確認 

７ 長崎県 

大村市 

低年齢層での効果を

実証するため、小中学

校の学童健診を中心

に親子向けのサービス

の効果を検証 

①医療保険資格情報 

②年金情報（ダミー） 

③健康診断結果 

④医療費通知情報 

（小中学生対象） 

・身体測定結果 

・体力測定結果 

・予防注射の接種記録 

・出欠席記録 

・医療保険のオンライン資格確認 

出典：厚生労働省の資料を基に作成 
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（３）結果 

本実証の結果、当初の目的に対し、以下の結論を得た。 

 

まず、本実証事業でのアンケートなどから、各地域で提供したサービスが便利で安全なものであると

アピールすることができた。 

●多くの方が、医療保険者や年金保険者などの異なる団体が提供する社会保障関連の情報を1枚の

カードで安全に閲覧できる「便利さ」を実感 

●サービスの継続利用の意向大 

 

次に、今回採用した以下の浦添市の情報連携基盤が、安全性において問題がないことを検証した。 

●公開鍵基盤（PKI）の秘密鍵を IC カードのセキュアな部分に格納し、暗号化を使った認証を行う

ことによって本人を認証 

●プライバシーの侵害等への不安を解消するために、情報を一元管理せずに、中継データベース（利

用者のICカード番号と紐づけた各医療機関の診療券番号、被保険者記号番号、基礎年金番号の

みを格納）がID連携し、名寄せのない安全なシングルサインオンを実現 

●各機関が保有するデータベースを参照する際は、安全性の高い「バックオフィス連携」機能により、

安全な情報連携を実現 

 

さらに、資格証および公共サービスのあるべき姿として、以下を抽出した。 

●資格証として、医療・年金・介護などの社会保障サービスは 1 枚のカードに集約すること 

  （社会保障以外のサービスは不要） 

●情報閲覧サービスとしては、年金情報や健診情報に加え、医療費通知が必要 

●将来的には、診療予約や共通診察券などの医療関連が有効 

 

一方、今後の課題としては、以下があげられている。 

 ●制度の詳細設計 

  ・対象手続きと情報の範囲の検討と制度設計 

  ・社会保障の特性を踏まえた個人情報保護の検討 

 ●現場での運営を踏まえた基盤の検討 

  ・携帯端末の活用の検討 

  ・医療介護分野における表示可能な統一 ID の検討 

 ●情報連携の基盤作り 

  ・医療機関などの端末の認証 

  ・用語・コード・ルールなどの技術仕様の標準化  
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２．４ 新たな情報通信技術戦略（ＩＴ戦略本部） 

平成２２年５月１１日に政府の高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT 戦略本部）から発表さ

れた「新たな情報通信技術戦略（新 IT 戦略）」では、次の３つの柱と目標が設定されている。 

・ 国民本位の電子行政の実現 

・ 地域の絆の再生 

・ 新市場の創出と国際展開 

 

「地域の絆の再生」の中の医療分野の取り組み内容として、「「どこでもＭＹ病院」構想の実現」、「シー

ムレスな地域連携医療の実現」、「レセプト情報等の活用による医療の効率化」、「医療情報データベー

スの活用による医薬品等安全対策の推進」があげられている。中でも、「「どこでもＭＹ病院」構想の実

現」、「シームレスな地域連携医療の実現」に関しては、当 WG で検討している健康情報活用基盤の検討

に関連する政策とされている。 

 

 

出典：IT 戦略本部  

図２－４－１ 「シームレスな地域連携医療」と「どこでもＭＹ病院」 
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２．５ 健康情報活用基盤構築事業（総務省） 

新ＩＴ戦略の一環として、総務省は健康情報活用基盤構築事業を１１年度から実施する。健康情報活

用基盤によって、住民の生涯にわたる健康情報を蓄積・活用でき、基礎自治体が行う健康支援サービス

を実現するものと期待されている。また、２０１５年までには全国民に対してのサービスを実現するとされ

ている。 

 

 
出典：総務省 の資料を基に作成 

図２－５－１ 健康情報活用基盤構築事業 
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３ 健康支援サービスのモデリングと要件 

平成２１年度に行った基礎自治体へのインタビューを通じて、改めて基礎自治体の住民の健康支援に

対しての考え方を当ＷＧは認識した。昨年度成果物である「健康情報活用基盤導入の手引き」の５章で

も述べられているように、住民に対しての健康支援サービスを提供し住民の健康増進を図ることは、基

礎自治体の大きな責務であり、基礎自治体以外では決してできない業務だということである。 

したがって、自治体業務としての「健康支援サービス」を効率的に実施できることが健康情報活用基盤

のもたらす最大の価値であることは論を待たず、健康情報活用基盤の要件は必然的に健康支援サービ

スの内容に依存することとなる。このため、当ＷＧでは今年度、健康支援サービスのあり方をより具体的

にするとともに、全国の基礎自治体で実施が可能な標準的な健康支援サービスの内容を定義すること

になった。 

 

３．１ 健康支援サービスとは 

健康支援サービスの定義は１．２章で述べた通りであり、基礎自治体が地域住民の健康増進のため

に提供する現物支給のサービスのことを指す。したがって健康支援サービスの意味は極めて広義なも

のであり、住民の健康増進を目的とした基礎自治体職員が行う業務のすべてを含むものである。 

例えば基礎自治体職員が公民館に住民を集めて、健康に関する講演をする業務もこれに該当するし、

自宅療養中の障害者や難病患者などを訪問し、住民の現況を確認することも健康支援サービスというこ

とができる。 

これらの業務の多くは人的リソースに依存する部分が多いが、一般的にはこのリソースは非常に限ら

れており、かつ年々逼迫しつつあるのが多くの基礎自治体の現状であろう。またこれに関わる業務の財

源の捻出も厳しいものになってきていると思われる。したがって、限られた人的リソースと財源の中で、

健康支援サービスのもたらす価値を更に高めるには、今後、何らかの業務改善や業務効率化が必要で

あり、この中でＩＴを使うことで業務改善に寄与できる部分を検討する必要がある。 
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３．２ 検討のプロセス 

先進的な健康増進の取り組みをしている基礎自治体では、すでに多種多様な健康支援サービスが実

施されている。当ＷＧでは、先ずは既に実施されている健康支援サービスをリサーチすることで、健康支

援サービスの代表的なモデリングを行った。健康支援サービスの事前リサーチとしてＷｅｂベースの事例

リサーチでケーススタディを実施した。その結果をもとに標準モデルの仮説を設定し、実際に先進的な自

治体へのインタビュー等を通じて仮説の検証を実施することにした。 

 

（１） ケーススタディ 

 

全国の基礎自治体の保健活動を支援することを目的としている社団法人全国保健センター連合

会（伊藤雅治理事長）では、いくつかの基礎自治体での多様な取り組みを紹介している。全体的な

方向性としては特定健診・特定保健指導が中核におかれているが、熊本県山都市のようにレセプト

情報を活用しより踏み込んだ健康支援サービスを実施例もこの中で読み取ることができた。 

全国保健センター連合会で公開されている、いくつかの実施例をまとめたものが表３－２－１から

表３－２－３である。 
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表３－２－１ 自治体における健康情報活用事例 

 

 

 

表３－２－２ 自治体における健康情報活用事例 
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表３－２－３ 自治体における健康情報活用事例 

 

 
出典：全国保健センター連合会のＷｅｂサイトの情報を基に作成  
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（２） 健康支援サービスの総括 

 

次にこれらの実施例の中で、健診情報等の健康情報を利活用した健康支援サービスを抽出し総

括したものが表３－２－４である。 

 

表３－２－４ 健康支援サービスの総括表 

 

 

糖尿病、悪性新生物などの生活習慣病予防を目的としたものや、要介護予防等を目的としたも

のが多い状況である。またここで使われる情報の多くは、健診で得られるＢＭＩ、血圧等の情報を

ベースにしつつも、レセプトや独自アンケートの定量分析まで踏み込んだ事例も見受けられた。 

平成２０年４月の政府による特定健診・特定保健指導の制度導入により、保険者主導による被保

険者の健康増進においては一定の成果が出ているが、当該制度を越えた更なる健康増進というよ

り高い目標に向かい、基礎自治体は高い課題意識を持ち、その目標の達成に熱意をもって真剣に

取り組んでいる状況がうかがえるものである。 
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（３） 健康支援サービスの類型化 

 

更に上記の総括表をもとに、健康支援サービスの類型化を実施したものが下表である。 

 

表３－２－５ 健康支援サービスの類型 

 

 

アプローチの種別としては、集団に対するポピュレーションアプローチと個人に対するハイリスク

アプローチに大別される。ハイリスクアプローチは医療の介入度に合わせてレベルが複数存在し、

レベル毎に必要となる情報も異なってくるため、便宜的に項番２～４に相当する３段階のレベルを設

定した。悪性新生物などの生活習慣病予防を目的としたものや、要介護予防等を目的としたものが

多い状況である。またここで使われる情報の多くは、健診で得られるＢＭＩ、血圧等の情報をベース

にしつつも、レセプトや独自アンケートの定量分析まで踏み込んだ事例も見受けられた。 
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３．３ 基礎自治体インタビューの事例紹介 

平成２１年度は、当ＷＧで仮説設定した健康情報活用基盤のライフステージ毎のユースケース（小児

期、成人期、高齢期、生涯に渡る調剤情報を使った疾病予防）と、その前提としている概念等（「システム

構築と導入は基礎自治体以外が行う」、「健康支援サービスを実施する複数の基礎自治体による共同

利用を原則とする」）に関して、その妥当性の確認のため岡山県倉敷市、和歌山県白浜町、沖縄県浦添

市、福岡県福岡市でインタビューを実施した。その中では、前提としている概念や前提に対しての賛同を

いただくとともに、健康情報活用基盤を使った多様なサービスが考えられるとの示唆も頂くことができた。 

平成２２年度は、それらの多様なサービスの中から特に中核の概念となる健康支援サービスにインタ

ビュー論点を絞り、健康支援サービスの具体化と標準化、また健康支援サービスを実施するに必要とな

る健康情報活用基盤の機能要件を確定させるため、改めて基礎自治体にインタビューを行った。インタ

ビューを実施した自治体は、先進的な取り組みをされている岩手県遠野市、福岡県福岡市、沖縄県浦添

市の３市とした。 

インタビューは、当ＷＧにて想定している健康支援サービスの仮説に対するコメントや、実際に行って

いる健康支援サービスについての内容と今後の展望等についてご意見をいただいた。中でも岩手県遠

野市では、当ＷＧで検討している健康情報活用基盤に近い概念でシステムを構築・運用をされており、

またそれを活用した健康支援サービスを実際に住民に対して提供しているために、今後の検討を進める

にあたり非常に参考になる示唆をいただくことができた。インタビューのサマリを下記に総括する。 
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表３－３－１ 自治体インタビュー総括表 
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（１） 岩手県遠野市 

 

遠野市では総務省平成２１年度地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業（遠隔医療モデルプロジェクト）

により、ＩＣＴを使った健康増進事業を実施している。事業コンセプトは「ＩＣＴで健康を見守る」とされ

ており、その実現プロセスとして、「離れていてもコミュニケーション」、「健康データの集積と情報の

共有」、「ＩＣＴを身近に地域で健康づくり」があげられている。また事業成果として、一定の有意な改

善が得られたことも効果測定されて公開されている。 

この事業内容は、当ＷＧで検討を続けてきた健康情報活用基盤を使った健康支援サービスのあ

り方に、概念的に非常に近い部分が多い。健康情報のライフサイクルの考え方、健康情報の管理

番号の考え方、オートポピュレーションの考え方等、今後検討するべき要件整理や課題解決の方策

等に対して非常に参考にすべき点が多い。 

 

 

出典：遠野市  

図３－３－１ 遠野型すこやかネットワーク 
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出典：遠野市  

 

図３－３－２ 遠野型健康増進ネットワーク事業 
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（２） 沖縄県浦添市 

 

浦添市では、健康情報活用基盤実証事業で複数の健康情報保有機関間での健康情報の名寄

せを行うＩＣＴ基盤を構築している。この中では、健康チャレンジ日記サービスにより歩数等を登録し、

この情報を疾病管理サービス経由でフィットネス事業者と情報連携を実現し、糖尿病患者の状態改

善等の効果を実現している。 

 

 

出典：ＩＴ戦略本部  

図３－３－３ 健康チャレンジ日記 

 

（３） 福岡県福岡市 

 

また福岡市では、福岡県が整備構築した「福岡県 医療・介護・保健情報分析システム（国保レセ

プトの統計分析サービス）」を活用し、地区単位（福岡市では各校区）における保健医療政策立案の

高度化や、民間セクタとの連携による新たな健康支援サービスが検討されているところである。 
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３．４ 健康支援サービスモデル 

３．３章での３市インタビューで得られた情報をもとに、当ＷＧが策定した健康支援サービスの仮説に

対する具体化と精緻化を行った。これにより健康支援サービスの標準型を整理すると以下のようにな

る。 

表３－４－１ 健康支援サービスモデル 

 

 

 

レベル１のポピュレーションアプローチでは、個人情報非連結な匿名化されたＢＭＩや血圧などの集団

的な情報をもとに、アプローチする年齢群や住居地等、またサービス内容を策定される。 

レベル２のハイリスクアプローチでは、基本的に本人同意が得られたＢＭＩや血圧、特定保健指導判定

区分等の情報をもとに、ハイリスク対象者を効率的に把握される。ただし、この把握の完全性を担保する

ためには同意に基づかない当該情報の活用が必要であるため、レベル２における本人同意の扱い方に

ついては、別途、住民とのコンセンサスを形成しておく必要がある。 

レベル３のハイリスクアプローチでは、レベル２で抽出されたハイリスク者に対して健康増進プログラ

ムが提供される。この健康増進プログラムでは個人別に改善・予防プランが作成され、日々の血圧、歩

数、体重、体組成や、糖尿病の早期発見に必要となる HbA1C 等の数値が高い頻度でモニターできるプ

ロセスが確立する。またモニターが可能となった健康情報に基づき、医師や保健師からの保健指導が実

施されるが、この際の判断材料としてこれらの健康情報が非常に重要な役割を担う。体重、体組成、血

圧、歩数などの日々のバイタル、また毎月のＨｂＡ1Ｃ等の数値、服用している薬剤情報はもとより、医師

により確定診断された病名が保健指導には重要な位置づけであることが、今回、遠野市でのインタビ

ューにより明らかになった。 
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レベル２、３のプロセスでは、健康増進プログラムの提供により住民の意識が変わり、健康への行動

変容を起こすことが期待される。生活習慣病対策の基本は、リスク保有者の行動変容を促すことである

ことは厚生労働省「生活習慣病対策（表３－４－２）」でも述べられているとおり周知の通りである。 

レベル３の運動増進プログラムのプロセス内でアラームが発生した場合には、レベル４、５の医療サー

ビスの介入度が高い健康支援サービスに移行することになるが、ここから先のサービス主体は保険医

療を提供する医療者になると思われるため、自治体の役割は相対的に小さくなると考えられる。 

 

以上の考え方をレベル、サービス内容、サービスを提供するために必要な情報の軸でまとめたものが

図３－４－１である。 

 

 

図３－４－１ 健康支援サービスモデルのワークフロー 
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これらの各プロセスの中で健康支援サービスのレベル１、２、３については、健康情報活用基盤を使う

ことで業務の効率化と最適化が図れることが予想される。なぜならば、レベル２では、現在、管理番号も

異なる各帳票ベースでの手作業によるハイリスク者の抽出業務が電子的に処理することにより効率化さ

れ、また完全性も担保される。また、レベル３では、即時性の高い電子化された情報を参照することがで

きることにより、より指導業務の質の改善が期待できるためである。 

 

経済産業省「健康情報活用基盤のための標準化及び実証事業」において、かがわｅヘルスケアコン

ソーシアムの成果中で、ＰＨＲサービスのフレーム整理でも同様な整理がなされているおり、基本的には

ＥＨＲとＰＨＲに関わらず共通するサービスのフレームであると考えられる。 

 

 

出典：経済産業省事業「健康情報活用基盤のための標準化及び実証事業」シンポジウム配付資料  

図３－４－２ ＰＨＲ領域での健康支援サービス 
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出典：厚労省 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkou/bunka3/dai1/siryou2-2-1.pdf 

表３－４－２ 健診・保健指導の基本的な考え方について 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkou/bunka3/dai1/siryou2-2-1.pdf
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３．５ 健康支援サービスからみた健康情報活用基盤の機能要件 

今年度の自治体インタビューの結果を踏まえて、基礎自治体が健康支援サービスを住民に提供する

にあたり、健康情報活用基盤に求められる機能要件をまとめると次のようにまとめることができた。 

基本的な考え方は、医療・健康・福祉アプリケーション基本提案書第３版と大きく方向性が異なるもの

ではないが、実際に健康支援サービスを提供する基礎自治体の視点を付加した上で、健康支援サービ

スを行うに必要となる機能に論点をおき論理的な整理を行ったものである。 

 

機能要件は「登録機能」、「検索機能」、「参照機能」に大別されると考えられた。また今回新たな機能

として「監査ログ」を追加している。 

 

 

図３－５－１ 健康情報活用基盤の機能要件 

 

かねてより当ＷＧでは、利用者である基礎自治体の視点から健康情報活用基盤のあり方の検討

を重ねてきた。健康支援サービスを提供するために、最低限、必要となる機能要件としては、基本

的に以上の項目と整理した上で、平成２３年度以降、最終的なシステム要件としていくことを継続し

て検討していきたい。 

 



42 

 

（１） 登録機能 

 

登録機能とは、基礎自治体や基礎自治体以外の情報保有機関（各県の国保連合会や社会保険

診療報酬支払基金の審査支払機関等）から、住民の健康情報を健康情報活用基盤に取り込む機

能である。 

取り込み対象となるデータは、審査支払機関で保有している特定健診・特定保健指導の結果、基

礎自治体で保有している基本健診やがん検診、住民が保有しているバイタル情報、医療機関が保

有している診療情報や調剤情報、小中学校で保有している児童生徒健康診断票等が対象となる。 

またすべての情報は、既存の自治体業務システムと地域情報ＰＦ経由で接続される登録ユニット

から受け取られる属性情報と合わせて、住民管理番号等をキーに健康情報活用基盤に登録され

る。 

これらの情報は、利用者からの利用申請により初めて個人情報と紐付かなくてはいけないため、

氏名などの基本４情報と住民管理番号等を経由して連結される必要がある。また本機能おいてアカ

ウントの利用・停止の制御をすることが可能である。また既存の自治体業務システムと地域情報ＰＦ

経由で接続される管理ユニット（新規）から、アカウントの利用・停止等の制御を受ける。 

 

（２） 検索機能 

 

検索機能とは、健康情報活用基盤内に保存されている住民の健康情報を、既存の自治体業務

システムと地域情報ＰＦ経由で接続される健康支援サービスユニット（新規）に対して提供する機能

の一部である。健康情報活用基盤に登録されている全ての属性を検索クエリとして、全件の検索を

行う。利用申請済みの場合に限り、個人名を検索キーとした検索が可能である。 

 

（３） 参照機能 

 

検索機能とは、健康情報活用基盤内に保存されている住民の健康情報を、既存の自治体業務

システムと地域情報ＰＦ経由で接続される健康支援サービスユニット（新規）に対して提供する機能

の一部である。検索結果は個人情報が入らない統計情報や、利用申請済みの場合に限り、個人名

が入った検索結果を、検索要求元に対して表示・印字を行う。 

統計情報は健康増進施策の立案や評価のためのエビデンスとして利用され、従来、人手で行っ

てきた膨大な数値処理等の事務作業が、健康情報活用基盤の当該機能を利用することで大幅に

省力化されることが期待できる。 
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（４） 監査ログ 

 

監査ログとは、健康情報活用基盤での健康情報の登録、検索、参照の各イベントにつき、情報の

検索やアクセスごとのイベント発生時刻、要求元、検索クエリ、参照先のログを取得し、住民からの

要求や基礎自治体職員による要求に基づきそのログ情報を開示する機能である。 

健康情報はプライバシーに関わる極めて機微な情報でもあるため、住民の自己情報コントロール

を担保するためには、すべての機能のイベントはログとして保存され監査できることが必要である。

これらの考え方は、総務省が浦添市で行った健康情報活用基盤実証事業の中で具体的な実装と

その検証がされており、サンプリングするべき監査ログの項目やサンプリングのタイミング等につい

ては、当ＷＧでの今後の検討においてこの成果を有効利用できると思われる。 

 

 

出典：健康情報活用基盤（日本版 EHR）の全体構想について 

ｶﾝﾀｰﾗ・ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 2009 山本隆一  

図３－５－２ 健康情報活用基盤実証事業での監査ログ（１） 

 

 

出典：IT 戦略本部  

図３－５－３ 健康情報活用基盤実証事業での監査ログ（２） 
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（５） 住民管理番号 

 

登録、検索、参照の各機能やログ管理は、すべて住民管理番号をキーとして処理が行われる。

この住民管理番号は基礎自治体毎に発番されるものではなく、全国の住民に一人ひとりに唯一無

二として付番される番号である必要がある。またこの番号は、基礎自治体における他の業務ユニッ

ト（国税、地方税、国保、住記等）でも利用が可能な番号であることが望ましい（浦添市のインタビ

ューによる）。 

現在、健康情報の多くは、その保有機関（例えば基礎自治体、医療機関、学校等）ごとに独自の

番号体系のもとに管理されている。番号体系が異なるため、それぞれ独立に管理されている同一

人物の健康情報を同一人物の情報として名寄せする手段が存在しない。氏名、性別、生年月日、

住所の基本４情報を基にして突合するという手段も考えられるが、氏名の漢字表記のゆれ（外字）

の問題や同姓同名の問題等により、名寄せの完全性を担保することが不可能な状況である。 

 

 

図３－５－４ 番号に起因する課題とは 

 

番号に関しての検討は、内閣官房社会保障改革担当室で社会保障・税に関わる番号制度として

検討が進められている（図３－５－５）。上記番号制度の検討が進み、全国民に唯一無二に、かつ

健康情報活用基盤内でも利用が可能な番号が付番されれば、当該番号をキーとして健康情報の

登録を行い、名寄せの完全性を担保することが可能になる。 

平成２０年度成果の医療・健康・福祉アプリケーション標準提案書第３版では、シングルサインオ

ンとＩＤ連携の実装により名寄せを実現する記述となっているが、健康支援サービスを含む幅広い

自治体業務に活用できる番号制度が早期に導入され、この番号をベースとした健康情報活用基盤

の整備が望まれるところである。 
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出典：内閣官房社会保障改革担当室 番号制度で何ができるようになるか 

図３－５－５ 番号制度の想定されるユースケース 

 

（６） その他の周辺機能等 

 

電子化されている情報をより簡便に入力する手段の構築は、今後の技術的な課題であると言え

よう。携帯電話、スマートホンの普及やＰＣ利用の一般化等を鑑みると、データの入力に伴う障壁は

以前に比べて格段に低くなっていると言えるが、利用者のデータ入力作業は依然として存在してい

る状況は変わっていない。日々の生活の中でこの作業を継続することは、利用者に負担を強制し

継続的なデータ入力を阻害する原因ともなりうる。したがって健康支援サービスレベル３においては、

利用者に全く負荷を発生させないデータ登録の手段、例えば測定後に自動的にデータが登録可能

な体重・体組成計、血圧計、歩数計や、将来的には心電計、血糖計などのモダリティ等の開発が必

要になる。またこの要件として重要なのは、ＰＣや携帯電話等に手慣れていない高齢者であっても

使える必要があるということである。したがって、家庭のＰＣ等を経由しない仕組みの構築が求めら

れる。 

一方、平成２１年度活動成果をまとめた「健康情報活用基盤導入の手引き」２９ページにも記した

通り、母子手帳と児童生徒健康診断票に代表される電子化されていない情報においては、この電

子化方策は早急に検討するべき喫緊の優先事項であろう。 

今回の自治体インタビューを通じて、この論点について遠野市での検討が進んでいることが分か

った。遠野市では、網羅率は３割ほどであるが母子手帳の電子化に既に成功しており、また児童生

徒健康診断票に関しては、保護者による電子化という手段を使いこの問題を回避している。母子手

帳については、遠野市での取り組みを参考にして網羅率を上げる検討を行い、児童生徒健康診断

票については、法令等で基礎自治体での利用の根拠性を担保するとともに、教職員や校医の負担

を強いることなく学校での健診時に自動的にデータを送信する等の手段の検討が必要である。 
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４ 健康支援サービスに必要な情報と入出力の標準化 

 

４．１ 健康支援サービスの地域情報化プラットフォームへの展開に向けて 

医療費の自治体予算の圧縮に向けて、国民へのセルフ メディケーションの啓発の中で、エビデンス

を見据えた施策や国民自身の健康に対する目標管理が重要である。 

現在の基礎自治体２６業務の中には、上記に対して貢献できる情報（データ）は尐なく、あくまで、検診

や予防注射を実施したかしていないかの実績重視のデータを管理運用してきた。 

昨年度のユースケースヒアリング、および今年度の先進自治体へのアンケートヒアリングから、自治

体の業務として、健康支援サービスを定義、標準化し、より的確な施策の計画や実行、住民サービス、

住民への健康啓発に活用することが必要である。 

APPLIC では、以下の項目のとおり、基礎自治体業務を包含している、地域情報プラットフォーム、自

治体業務アプリケーションユニットと並ぶ１ユニットとして、健康支援サービスユニット（仮称）の機能構成

案をまとめた。 

 

４．２ 平成２３年度の活動の方向性 

  現在、定義されている、健康関連の業務ユニットは以下の７つである。 

 

 ・国民健康保険 

 資格の管理、保険料徴収や給付の管理を実施する 

 ・障害者福祉 

 手帳の交付や障害者手当の支給に関する業務を管理する 

 ・後期高齢者医療 

 資格の管理、保険料徴収や給付の管理をする。 

 ・乳幼児医療 

 資格の管理、医療費の支払いの管理をする 

 ・ひとり親医療 

 資格の管理、医療費の支払いの管理をする 

 ・介護保険 

 資格の管理、保険料徴収や給付の管理をする。 

 要介護認定の項目に、訪問調査や意見書、認定通知結果も記録されている 

 ・健康管理 

 母子、成人、検診の管理、予防接種の管理、訪問や相談記録の管理をする 
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現在の医療の進化と基礎自治体の健康政策を考慮すると、上述の項目のみでは、情報、特にエビデ

ンスとなる地域の保健・福祉・健康の現状把握、施策後の統計把握がリアルタイムに把握出来ない。 

そのため、政策施策の立案や施策の実行有効性の確認や効果を計測するのに困難を極める。 

重ねて、市民の健康意識向上の観点でも政策施策が現状では、単発的に見える。医療費削減のため

にセルフ メディケーションを国民自ら管理運用する環境も尐ない。 

 

今から述べる健康支援サービスユニットを活用し、 

・基礎自治体・県・国はエビデンスを活用した統計を把握し、的確かつ効果測定をしながら継続的な健

康施策を実行できる。 

・市民・県民・国民が自ら住民ポータルを活用し、健康情報を入力記録閲覧することによって、自身の

健康維持に活用するとともに、予防医療と重症化抑制を促進し、医療費削減に効果がある。 
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４．３ 健康支援サービスユニット・機能構成イメージ（案） 

総合的に勘案すると、現状の保健福祉健康関連ユニットでは、健康支援サービスを構築することは不

可能であり、生涯健康情報を活用する健康情報活用基盤においては、上記を包含し、不足している業務

を補完する必要がある。 

昨年度のヒアリング、今年度のヒアリング、アンケートから、以下のような機能構成イメージ（案）が想

定される。特に注目した点は 

・乳幼児から高齢者までの健康情報を一元的に管理できるプラットフォーム 

・住民が、自らの健康情報を入力・閲覧できるプラットフォーム 

・基礎自治体が住民の健康情報を統計的に把握、活用し、政策や対策へ反映可能なプラットフォーム 

・母子保健法、学校保健安全法に基づく健康診査の情報を入力・管理できるプラットフォーム 

・保険者等の健康関連事業者等が情報を入力できるプラットフォーム 

・地域ごとの保健、福祉、健康弱者や乳幼児、高齢者を把握し、民生委員や地域保健福祉担当等が 

支援・見守りできるプラットフォーム 

である。 

 

 

 

図４－３－１ 機能構成図（DMM）イメージ（案） 
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それぞれの機能に関しては以下の表（案）のとおりである。 

 

表４－３－１ 健康支援サービス 機能一覧（案） 

業務名

健康支援サービス（案）

機能（レベル０１） 機能（レベル０２） 機能説明

xx.1 特定健康診査管理
高齢者医療確保法 特定健康診査

xx.1.1 健診対象者抽出 特定健康診査の対象者を抽出する。

 xx.1.2 健診案内・受診券通知 特定健康診査の案内と受診券を通知する。

xx.1.3 健診結果入力 特定健康診査の結果情報を入力する。

xx.1.4 健診結果通知 特定健康診査の結果通知表を発行し、結果情報を出力する。

xx.2 特定保健指導管理
高齢者医療確保法 特定健康診査

xx.2.1 指導対象者抽出 特定保健指導の対象者を抽出する。

xx.2.2 指導案内・利用券通知 特定保健指導の案内と利用券を通知する。

xx.2.3 指導結果入力 特定保健指導の結果情報を入力する。

xx.2.4 指導結果通知 特定保健指導の支援計画書と実施報告書を発行し、指導情報を出力する。

xx.3 統計・報告 xx.3.1 実績報告 支払基金への報告データや資料の作成を行う。

xx.3.2 分析 保健政策立案のため、分析に必要なデータを抽出し、必要な情報を出力する。

xx.3.3 住民参照 住民ポータルで住民が閲覧するためのデータを抽出し、必要な情報を出力する。

xx.4 外部情報入出力管理 xx.4.1 管理対象者抽出 フィットネス情報管理の対象者を抽出する。

xx.4.2 トレーニング記録入力 トレーニングの実施記録を入力する。

xx.4.3 トレーニング記録出力 トレーニングの実施記録を出力する。

xx.4.4 住民記録入力 住民が自身の健康記録を入力する。

xx.4.5 住民記録出力 住民が自身の健康記録を出力する。

xx.5 乳幼児・小児健康管理 xx.5.1 乳幼児健康診査管理 乳幼児健康診査の対象者を抽出し、健康診査の案内と受診券を通知する。

母子保健法 母子健康手帳
乳幼児健康診査

xx.5.2 乳幼児保健指導管理 乳幼児保健指導の対象者を抽出する。

学校保健安全法 児童生徒等の健康
診断

xx.5.3 健診結果入力 乳幼児健康診査の結果・小児の学校検診情報を入力する。

xx.5.4 指導案内・利用券通知 乳幼児・小児保健指導の対象者を抽出し、案内と利用券を通知する。

xx.5.5 指導結果入力 乳幼児・小児保健指導の結果情報を入力する。

xx.5.6 支援計画書・実施報告書発行 乳幼児・小児保健指導の支援計画、実施報告を出力する。

xx.6 成人健康管理
医療保険各法 一般健康診査等

xx.6.1 成人健康診査管理 成人健康診査の対象者を抽出し、健康診査の案内と受診券を通知する。

労働安全保健法の一般検診
健康増進法のがん検診
歯周疾患検診等

xx.6.2 成人保健指導管理 成人保健指導の対象者を抽出する。

xx.6.3 健診結果入力 成人健康診査の結果を入力する。

xx.6.4 指導案内・利用券通知 成人保健指導の対象者を抽出し、案内と利用券を通知する。

xx.6.5 指導結果入力 成人保健指導の結果情報を入力する。

xx.6.6 支援計画書・実施報告書発行 成人保健指導の支援計画、実施報告を出力する。

xx.7 高齢者健康管理
高齢者医療確保法 健康診査

xx.7.1 高齢者健康診査管理 高齢者健康診査の対象者を抽出し、健康診査の案内と受診券を通知する。

介護保険法　生活機能評価 xx.7.2 高齢者保健指導管理 高齢者保健指導の対象者を抽出する。

xx.7.3 健診結果入力 高齢者健康診査の結果を入力する。

xx.7.4 指導案内・利用券通知 高齢者保健指導の対象者を抽出し、案内と利用券を通知する。

xx.7.5 指導結果入力 高齢者保健指導の結果情報を入力する。

xx.7.6 支援計画書・実施報告書発行 高齢者保健指導の支援計画、実施報告を出力する。

機能一覧
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また、現在、定義されている、保健福祉健康関連の業務ユニットの機能を活用することで、より、きめ

細やかなサービスを提供可能である。以下に現在既に定義されており、かつ利活用に有効である業務

ユニットの機能を示す。 

 

表４－３－２ 利活用可能な健康支援サービス 機能一覧 

業務名

１４　介護保険（抜粋）

機能（レベル０１） 機能（レベル０２） 機能説明

14.5 要介護認定 14.5.3 訪問調査
認定申請者に対する訪問調査日程の調整を行い、訪問調査を実施する。
訪問調査委託の場合、調査依頼を行い、調査結果を入手する。

 14.5.4 意見書作成 医師への意見書作成依頼を行い作成した意見書を入手する。

14.8 統計・報告 14.8.4 情報提供
ケアマネジャ等の介護保険事業従事者に事業遂行に必要な情報を開示する。
また、生活保護／障害者福祉業務への認定情報／給付情報の提供を行う。

業務名

１９　健康管理

機能（レベル０１） 機能（レベル０２） 機能説明

19.1 成人検診 19.1.1 検診管理
検診の申込情報、基本健診、肝炎検査、がん検診、骨粗しょう症検診、歯科歯周疾患の受信情報、基本チェックリストを管
理する。また、健診結果に伴う通知の発行、受診者の一覧作成を行う。

19.2 母子保健管理 19.2.1 妊産婦健診管理
母子手帳交付情報および妊婦健診・産婦健診の受診情報を管理する。また健診等に伴う通知の発行、受診者の一覧作成
等を行う。

19.2.2 乳幼児健診管理
出生時の情報および各種乳児健診・幼児健診の受診情報を管理する。また健診等に伴う通知の発行、受診者の一覧作成
等を行う。

19.2.3 母子保健指導管理
教室の申込情報、妊婦および産婦、乳幼児への教室事業、相談事業、訪問事業の実施情報を管理する。また、各事業の
実施に伴う通知の発行、受講者の一覧作成等を行う。

19.3 予防接種管理 19.3.1 乳幼児予防接種管理
未就学児から就学児の予防接種の接種状況を管理する。また、予防接種の実施に伴う通知の発行、台帳の作成等を行
う。

19.3.2 高齢者予防接種管理
高齢者インフルエンザ等の成人予防接種の接種状況を管理する。また、予防接種の実施に伴う通知の発行、台帳の作成
等を行う。

19.4 訪問・相談・教室管理 19.4.1 訪問相談記録管理
教室の申込情報、成人（妊婦・産婦を除く）への教室事業、相談事業、訪問事業の実施情報を管理する。また、各事業の実
施に伴う通知の発行、受講者の一覧作成等を行う。

19.5 統計・報告 19.5.1 実績報告 国・都道府県への報告資料の作成を行う。

19.5.2 分析 任意の条件による集計の作成を行う

機能一覧

機能一覧
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４．４ 健康支援サービスユニット・機能情報関連図イメージ（案） 

以下に機能情報関連図を記す。注目すべき点は、 

・行政職員のみではなく、住民や健康関連事業者が個々の情報を登録することが可能になるよう、 

外部情報入出力の機能を持たせる。 

・登録された情報は、健康情報業務アプリケーションユニット内の登録機能を使い、当該ユニット外の 

健康情報活用基盤（狭義）へ展開される。 

・健康情報活用基盤（狭義）を参照先として、健康支援サービスで活用する形になる。 

・健康情報業務アプリケーションユニット内の健康支援サービスユニットは、健康情報活用基盤に 

登録された健康情報を活用し住民等に対して健康支援サービスを提供する。 

 

健康支援サービス業務名機能情報関連図（DFD）

階層１ xx.健康増進 階層２

(x.x)

外部環境

(x.x)

機能
情報の流れ

情報の滞留
・ ○○○ ： 必須情報名

※○○○ ：条件により必要となる情報名

乳幼児小児健康管理

健康支援サービス

支払基金

(10)

国民健康保険
(1)

住民基本台帳

・国民健康保険情報

・トレーニング記録

・自己健康管理記録

（xx.3）

統計・報告

・特定健康診査実績報告

・特定保健指導実績報告

・健診結果情報

・指導結果情報

住民

保健指導機関

(3)

外国人登録

(10)

国民健康保険

(30)

住登外管理

・住基情報 ・外国人登録情報 ・国民健康保険情報 ・住登外情報

凡例

・健診結果情報

・指導案内

・利用券
・支援計画書

・実施報告書

健診機関
・健診結果情報

・指導結果情報

・健診結果情報

・指導結果情報

地方自治体

・指導結果情報

（xx.1）

特定健康診査管理

①

①

①

フィットネスクラブ

住民

健康情報活用基盤

（狭義）

②

③

登録ユニット

（xx.4）

外部情報入出力

・健診結果情報

・指導結果情報

高齢者健康管理

成人健康管理

（xx.2）

特定保健指導管理

 

図４－４－１ 機能情報関連図（DFD）イメージ（案） 

 

健康情報活用基盤（狭義）を各基礎自治体が持つ健康情報業務アプリケーションユニット外に位置す

ることによって、自治体間の転居や、転校の際でも、容易に情報の移動が可能になる。 

 将来的なシステム構成としては、クラウドサービス（分散管理）のような形で基盤を構成し、SaaS（共

同利用）の要素で基礎自治体業務アプリケーションが活用される可能性もあり、柔軟に対応可能なブロ

ックを形成している。 

 



52 

 

４．５ データ項目 

健康情報活用基盤（狭義）で扱うデータ項目は、現在、一般的に基礎自治体が把握している住民の健

康情報は健康診断が主であるので、健康診断結果を基本とする。それ以外のデータ項目については、

今後の医学の進歩等により追加される可能性があるため、拡張性を持つ必要がある。 

 以下に最低限必要なデータ項目を表とする。 

 

表４－５－１ 生涯健康診断記録項目 選定のための一覧（案） 

乳幼児健診 就学時・学校健診 健康診断 特定健康診査

● ● ● ●

● ● ● ●
● ● ● ●
● ● ●

●
● ● ● ●
● ● ● ●
● ● ● ●
● ● ●

●

● ● ● ●
● ● ● ●

● ●
● ●

● ●
● ●

●
●
●
●

　　右　　　　　　1000Ｈｚ ● ●
　　　　　　　　　4000Ｈｚ ● ●
　　左　　　　　　1000Ｈｚ ● ●
　　　　　　　　　4000Ｈｚ ● ●

● ●
● ●

●
(mmHg) ● ●
(g/dℓ) ● ●

(万/mm3) ● ●
●

(IU/ℓ) ● ●
(IU/ℓ) ● ●
(IU/ℓ) ● ●
(mg/dℓ) ● ●
(mg/dℓ) ● ●
(mg/dℓ) ● ●
(mg/dℓ) ● ●

(%) ●
● ● ●
● ● ●
● ● ●

身体発育状況
栄養状態
疾病・運動障害の
有無

心 電 図 検 査

そ の 他
がん検診、歯周疾患検診、生活機能評
価、健康診査

服薬歴

喫煙歴

眼底検査

既往歴

自覚症状

他覚症状

身長(cm)

体重(kg)

ＢＭＩ

左

ScheieS

ScheieH

腹囲(cm)

視力

氏名

生年月日

性別

住所

業務歴

肝 機 能

検 査

Ｇ Ｏ Ｔ

Ｇ Ｐ Ｔ

γ - Ｇ Ｔ Ｐ

血 中

脂 質

検 査

Ｌ Ｄ Ｌ コ レ ス テ ロ ー ル

Ｈ Ｄ Ｌ コ レ ス テ ロ ー ル

聴力

検査方法

胸部エックス線検査

血 色 素 量

赤 血 球 数

血糖検査

尿 検 査
糖

蛋 白

貧血

検査

ト リ グ リ セ ラ イ ド

右

左

空腹時血糖

ヘモグロビンAlc

ヘマトクリット値

KW
右

喀 痰 検 査

血　　　　　　　圧
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明示可能な項目を上記の表に記載しているが、それ以外にも、問診（生活習慣、行動習慣）、診察（理

学的所見）、医師の判断で選択的に実施する項目もデータとして格納できるのが望ましい。 

なお、厚生労働省から「標準的な健診・保健指導に関するプログラム（確定版）」が発行されており、 

基準数値や項目に対する意味が記載されている。 

 http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/info03a.html  

また、「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」も参照されたし。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/pdf/info03d-1.pdf 
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５ 健康支援サービス実施への工程表 

健康情報活用基盤整備と健康支援サービスの提供を行う主体については、国等（政府及びそれに準

ずる公的機関）、基礎自治体、基礎自治体外機関（営利目的、非営利目的）に分類され、健康支援サー

ビス実施へ向けてのそれぞれの役割および役割を担うべき理由、実施項目について以下の表にまとめ

た。 
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表５－１－１ 各ステークホルダの役割 

 

 
主

体
役

割
実

施
項

目
理

由

国 等 公 的 機 関

【
健

康
情

報
活

用
基

盤
整

備
】

・
 活

用
す

る
情

報
の

標
準

化
・
 活

用
に

か
か

る
制

度
整

備
・
 基

盤
構

築

国
等

の
役

割
と

し
た

健
康

情
報

活
用

基
盤

の
整

備
は

、
利

用
環

境
に

か
か

る
整

備
と

、
構

築
に

か
か

る
整

備
に

大
別

さ
れ

る
。

①
 利

用
環

境
に

か
か

る
整

備
利

用
環

境
の

整
備

に
つ

い
て

は
、

流
通

す
る

情
報

の
外

部
保

存
や

開
示

制
御

に
関

す
る

制
度

の
整

備
が

主
な

も
の

に
な

る
。

ま
ず

利
用

目
的

を
明

確
に

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
り

、
そ

こ
か

ら
情

報
項

目
の

選
定

、
閲

覧
範

囲
の

標
準

化
を

行
う

。
標

準
仕

様
は

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
と

し
て

国
か

ら
示

さ
れ

る
こ

と
で

、
制

度
が

整
備

さ
れ

る
。

個
人

認
証

と
デ

ー
タ

統
合

に
つ

い
て

は
、

全
国

で
個

人
を

一
意

に
特

定
す

る
固

有
の

番
号

を
設

定
す

る
こ

と
が

、
健

康
情

報
活

用
基

盤
の

利
用

面
か

ら
は

利
便

な
も

の
で

あ
る

と
目

さ
れ

る
が

、
現

在
は

各
機

関
で

の
検

討
が

進
め

ら
れ

て
い

る
段

階
で

あ
る

。
※

内
閣

官
房

「
社

会
保

障
・
税

に
関

わ
る

番
号

制
度

に
関

す
る

実
務

検
討

会
」

　
　

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.c
as

.g
o
.jp

/
jp

/
se

is
ak

u
/
ba

n
go

se
id

o
/
in

de
x.

h
tm

l
②

 構
築

に
か

か
る

整
備

基
盤

構
築

に
か

か
る

整
備

の
主

な
内

容
は

、
以

下
の

よ
う

な
も

の
で

あ
る

。
・
 利

用
す

る
個

人
を

一
意

に
認

証
す

る
シ

ス
テ

ム
・
 各

健
康

情
報

を
個

人
に

統
合

す
る

シ
ス

テ
ム

・
 一

時
的

あ
る

い
は

恒
久

的
に

情
報

を
格

納
す

る
ス

ト
ア

・
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
情

報
の

統
合

、
い

わ
ゆ

る
名

寄
せ

に
つ

い
て

は
、

す
べ

て
の

情
報

を
１

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

に
統

合
格

納
す

る
の

で
は

な
く
、

各
情

報
が

そ
れ

ぞ
れ

生
成

・
保

管
さ

れ
る

機
関

と
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

で
必

要
時

に
い

つ
で

も
結

び
付

け
ら

れ
る

「
分

散
管

理
」
を

基
本

と
す

る
こ

と
な

ど
が

国
の

検
討

会
等

で
議

論
さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

、
情

報
の

保
管

に
は

機
関

ご
と

に
期

限
が

あ
る

こ
と

、
住

民
が

他
自

治
体

に
移

転
し

基
盤

利
用

の
窓

口
が

変
わ

る
場

合
な

ど
を

考
慮

す
る

と
、

一
時

的
あ

る
い

は
恒

久
的

に
情

報
を

統
合

し
て

格
納

す
る

ス
ト

ア
・
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

。
ス

ト
ア

・
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
に

つ
い

て
は

、
機

微
な

健
康

情
報

を
扱

う
た

め
、

保
管

場
所

と
保

管
の

期
間

（
タ

イ
ム

ス
タ

ン
プ

）
、

そ
し

て
管

理
責

任
者

を
特

定
で

き
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
一

方
で

国
民

す
べ

て
の

健
康

情
報

を
格

納
可

能
な

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
構

築
は

、
物

理
的

な
面

か
ら

鑑
み

て
ク

ラ
ウ

ド
等

、
仮

想
化

技
術

の
応

用
が

検
討

対
象

と
な

ろ
う

。

・
基

礎
自

治
体

に
よ

る
整

備
で

は
費

用
・
運

営
等

の
負

担
能

力
に

格
差

が
あ

り
、

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

、
す

な
わ

ち
国

民
に

等
し

く
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

し
得

る
基

盤
を

整
備

す
る

こ
と

は
困

難
で

あ
る

。
・
ま

た
基

盤
の

仕
様

が
統

一
さ

れ
て

い
な

く
て

は
、

住
民

の
移

住
等

、
自

治
体

を
ま

た
い

だ
活

用
に

対
応

が
難

し
く
な

る
。

・
し

た
が

っ
て

健
康

情
報

活
用

基
盤

は
国

等
の

公
的

機
関

が
整

備
し

、
そ

れ
を

各
基

礎
自

治
体

が
共

同
利

用
す

る
形

を
前

提
と

す
る

。

基 礎 自 治 体

【
基

盤
活

用
に

か
か

る
検

討
】

　
・
自

治
体

内
で

の
活

用
と

接
続

の
検

討
　

・
自

治
体

外
で

の
活

用
と

接
続

の
検

討
(t

o
 b

e
)

　
・
参

加
機

関
と

収
集

情
報

の
範

囲
検

討
（
to

 b
e
）

【
体

制
づ

く
り

】
　

・
住

民
窓

口
担

当
の

体
制

　
・
健

康
支

援
サ

ー
ビ

ス
に

関
わ

る
各

主
管

体
制

【
運

用
準

備
】

　
・
各

種
規

約
の

策
定

　
・
住

民
対

応
の

準
備

　
・
利

用
者

ID
／

P
W

交
付

の
準

備

【
基

盤
活

用
に

か
か

る
検

討
】

健
康

情
報

活
用

基
盤

を
活

用
し

た
サ

ー
ビ

ス
は

、
前

章
で

検
討

し
た

健
康

支
援

サ
ー

ビ
ス

が
基

本
的

な
も

の
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

、
庁

内
シ

ス
テ

ム
接

続
仕

様
の

検
討

が
第

一
と

な
る

。
次

段
階

の
拡

張
（
to

 b
e
)を

見
越

し
、

参
加

機
関

と
収

集
情

報
の

範
囲

を
検

討
す

る
。

こ
の

時
点

で
、

地
域

内
の

自
治

体
外

機
関

（
医

療
機

関
、

調
剤

薬
局

、
介

護
事

業
者

等
）
の

意
見

を
集

約
す

る
。

【
体

制
づ

く
り

】
利

用
者

ID
/
P

W
交

付
を

主
な

業
務

と
し

、
情

報
保

管
責

任
者

と
な

る
住

民
窓

口
の

体
制

を
決

定
す

る
。

ま
た

、
基

盤
の

情
報

を
活

用
し

健
康

支
援

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
各

主
管

を
横

断
す

る
体

制
づ

く
り

を
行

う
。

【
運

用
準

備
】

運
用

に
際

し
て

の
利

用
規

約
、

個
人

情
報

保
護

規
約

、
エ

ス
カ

レ
ー

シ
ョ

ン
ル

ー
ル

等
を

策
定

す
る

。
一

次
問

い
合

わ
せ

対
応

マ
ニ

ュ
ア

ル
、

住
民

向
け

説
明

者
作

成
利

用
者

ID
/
P

W
の

準
備

・
保

健
・
医

療
・
福

祉
分

野
に

お
け

る
住

民
あ

る
い

は
団

体
の

利
用

が
目

的
で

あ
る

以
上

、
ユ

ー
ス

ケ
ー

ス
は

地
域

特
性

を
踏

ま
え

て
居

住
地

域
で

完
結

す
る

も
の

が
多

く
な

る
。

・
ま

た
健

康
支

援
サ

ー
ビ

ス
は

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

で
あ

り
、

住
民

に
対

し
て

直
接

に
行

政
サ

ー
ビ

ス
と

し
て

提
供

さ
れ

る
た

め
、

基
礎

自
治

体
が

窓
口

を
担

い
、

情
報

の
保

管
に

関
す

る
責

任
を

負
う

べ
き

も
の

と
す

る
。

・
国

保
、

健
康

推
進

、
介

護
保

険
な

ど
自

治
体

内
の

各
担

当
課

が
健

康
支

援
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

に
利

用
す

る
主

体
と

な
る

。

自 治 体 外 機 関

【
基

盤
活

用
に

か
か

る
検

討
】

　
・
健

康
支

援
サ

ー
ビ

ス
に

必
要

な
情

報
登

録
の

仕
様 　

・
基

盤
に

よ
っ

て
提

供
可

能
な

サ
ー

ビ
ス

内
容

　
・
利

用
規

約
の

検
討

【
体

制
づ

く
り

】
　

・
サ

ー
ビ

ス
提

供
を

実
施

す
る

機
関

内
体

制

自
治

体
の

健
康

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
た

め
、

自
機

関
か

ら
基

盤
に

登
録

可
能

な
デ

ー
タ

と
接

続
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

地
域

の
医

療
・
保

健
・
福

祉
に

関
わ

る
機

関
と

し
て

、
提

供
す

る
サ

ー
ビ

ス
を

提
言

す
る

。
利

用
規

約
に

、
各

分
野

専
門

家
と

し
て

作
成

に
関

わ
る

。
事

業
者

の
立

場
か

ら
、

事
業

継
続

性
を

考
慮

し
た

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
を

提
言

す
る

。

・
３

．
４

で
述

べ
た

と
お

り
自

治
体

が
実

施
す

る
健

康
支

援
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
も

、
医

療
機

関
等

、
保

健
・

医
療

・
福

祉
に

関
わ

る
自

治
体

外
機

関
の

情
報

が
必

要
と

な
る

。
・
し

た
が

っ
て

自
機

関
か

ら
基

盤
に

情
報

を
登

録
す

る
た

め
の

技
術

的
・
制

度
的

整
備

を
、

自
治

体
と

と
も

に
行

う
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

・
さ

ら
に

将
来

的
に

は
、

地
域

住
民

の
健

康
増

進
を

よ
り

推
進

す
る

た
め

に
自

治
体

外
機

関
が

基
盤

を
利

用
す

る
サ

ー
ビ

ス
提

供
者

と
な

る
こ

と
を

念
頭

に
置

き
、

基
本

検
討

か
ら

関
与

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。
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健康情報活用基盤を活用した健康支援サービス導入までの工程イメージを図５－１－１に整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１－１ 健康支援サービス導入までの工程イメージ 
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以下では、前ページのイメージにつき詳述するが、昨年度の「健康情報活用基盤導入の手引き」にて

整理された内容を一部再掲する形で説明する。 

 

①事前整備・健康情報活用基盤の整備 

本書では健康情報活用基盤そのものの整備を国等が実施し、健康支援サービスを担う基礎自治体

はそれらを共同利用する形態を以下に示す理由から前提としている。 

健康情報活用基盤は住民の健康情報を生涯にわたり、安全・確実に維持管理する基盤である。同時

に健康情報の発生源となる各種業務システムと連携し、情報を収集するとともに住民本人や自治体そ

の他の多くの参加者と情報を共有する情報ハブでもある。 

このような多用途な基盤を各自治体が個別独立に整備することは非効率であると同時に、各自治体

のおかれる厳しい財政事情などを勘案すると現実的とは言えない。 

一方で、ここまでに示した健康情報活用基盤を利用した健康支援サービスがユニバーサルサービスと

して極めて重要かつ求められるものである事実を踏まえれば、健康情報活用基盤の整備を国等のより

広域な行政組織が担い、基礎自治体に共同利用環境として提供する意義は明らかである。また、国費

などを活用した事業とする十分な根拠となるだろう。 

これらの前提に立ち、本項では国等の広域行政の役割である、健康情報活用基盤の整備や基礎自

治体へのサービス導入に先立つ事前準備を整理する。 

 

②基礎環境の整備 

健康情報活用基盤を運用するには、たとえば対象住民を特定するための識別子（一般的に言う ID な

ど）の整備など、基礎となる環境の整備が前提となる。これらは健康情報活用基盤のみに利用されるも

のではないため、より一般的な基盤として国等によって整備される必要がある。 

利用者の特定手段や、特定の住民に関する分散した情報を集約するための情報連携、紐づけ手段な

ど基礎環境の準備について、広く一般的な電子政府・電子自治体基盤として準備されるものと、健康情

報活用基盤特有の要件として整理・整備する部分を整理し、対処されるべきである。 

前者についてはより汎用的な基盤であることから、広く電子政府の議論として実現されるものでなけ

ればならない。後者についても、全体の流れと整合性を保ちつつ推進する必要がある。 

このような取り組みは日本全体の社会基盤としての位置づけが強く、政府を中心とした強力な推進体

制のもと意欲的かつ効率的に実効される必要がある。基礎自治体が住民に求められる行政サービスで

あると考え、自らの役割として取り組み意欲を示す健康支援サービスの導入を後押しするうえでも、政府

を中心とした取り組みが強く求められる。 

 

③「健康情報活用基盤」の企画・構築・運用体制の整備 

健康情報活用基盤の定義を最終的に決定する権限を持つ組織が必要である。さらに実務として構築

を実行推進する組織と費用措置が必要となる。 

健康情報活用基盤をどの程度の範囲を単位として構築するかは未定であるが、複数構築される場合、

その性質上、個別独自のものとなることは非効率である。健康情報活用基盤の機能要件や運用要件な
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どを一元的に整理し標準化することで広範囲な情報連携も安定して実現できる基盤となる。 

同時に、ユニバーサルサービスの視点から地域によるサービスレベルに格差があることも問題となる

ため、サービスレベルを含めて整理し、一定の財政措置をもった構築が望まれる。 

さらに、構築の後の運用体制も極めて重要となる。永続的かつ安定的な運用を保証する機関と、費用

モデルの作成が必須となる。運用にかかる費用をどの様に徴収するか。長期安定的な費用モデルと、

信頼性のある運用体制を準備し、サービスの保証を行う必要がる。 

個人情報を取り扱う性質から、基盤を所有し費用措置を講じ、運用する機関と合わせて、監査・監督

機関の設置も検討する必要がある。 

これらの取り組みは国等によって全国的な標準として準備されることが重要となる。すでに述べたよう

にユニバーサルサービスとして地域間格差なくサービスを提供するうえで全国規模での検討が不可欠と

なるためである。 

 

④「健康情報活用基盤」の機能整理 

上記検討組織によって具体的な機能要求を整理する。整理対象はコンピュータシステムに求められる

機能にとどまらず、全体としての事務処理を含めた運用モデルや要件も合わせて整理する必要がある。 

さらに、共同環境として整備される健康情報活用基盤範囲に加えて、この基盤を活用する（おもに基

礎自治体）側に整備必要な機能や運用も同時に整理する。 

機能分担、役割分担を明確にすることで、共同側、個別利用側双方の整備内容が確定する。特に基

礎自治体側に求められる機能、役割については十分に検討の後、必要な準備期間をもって公表される

必要がある。 

これらの検討においては基礎自治体側の同意が不可欠である性質から、具体的な検討、決定のプロ

セスに基礎自治体の参加を求めるなどの配慮が必要となる。 

 

⑤「健康情報活用基盤」関連制度の整理 

機能整理と合わせて、法制度的な準備を行う。各種健康情報の収集、活用を可能とするため法制度

上の制約を分析、整理し、必要に応じた改正を行う。合わせて、健康情報の匿名化による統計的な活用

の方式も整理する。 

個人を特定して行うサービスや機能に関する部分と、個人を特定せず匿名のもとに実施するサービス

や行政側の取り組みはおのずと性質が異なる。これら双方に対して課題の整理と対策の検討が必要と

なる。 

また、個人が特定される場合においても、本人合意を得たのちの処理と、合意を得る前の処置を整理

する必要がある。原則、個人を特定したうえでのサービス提供開始が前提であるが、サービス開始時に

有効な成果を得るには情報の収集は合意前から開始必要な場合もあり、それぞれの状況に応じた検討

が必要となる。 

具体的には、利用者の本人特定や確認方法の整備、たとえば住基ネットの活用。情報の外部保存に

関する検討、たとえば「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」（厚生労働省）の参照。多様

な状況を考慮した検討しなければならない。 
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これらの検討は上述の機能面の整理と合わせて、国等によって全国規模の検討として推進される必

要性がある。 

また、この検討結果に応じて基礎自治体側に求められる条例改正などについても同様に整理し、以下

に示すガイドラインなどにまとめる。 

基礎自治体に必要となる諸条件をガイドラインとしてまとめることで、不要な不安や負担を軽減し、基

礎自治体側の迅速な導入を促す。特に住民に対する説明責任の観点からも、必要な取り組みと達成レ

ベルの評価がガイドラインとして整理される意義は大きい。 

 

⑥「健康情報活用基盤」の構築 

実際の構築を実行する。 

 

⑦「健康情報活用基盤」の利用ガイドライン整備 

おもに基礎自治体が健康情報活用基盤を利用した健康支援サービスを導入するうえで満足すべき条

件を整理したガイドラインを整備する。 

どの様な環境が整備されていれば健康情報活用基盤の利用が可能であるか。役割分担、責任分担

を含めて整理する。利用者環境として準備すべきシステムだけでなく、制度や体制についても明示する。

特に個人情報保護など、諸条件をクリアするための要素を整理する。 

健康情報活用基盤側が運用要件として基礎自治体に求める体制、機能と、基礎自治体側が健康支

援サービスを実施するために必要となる体制、機能がある。 

前者については、ガイドラインとして詳細に整理し、基礎自治体に対応を求める必要がある。後者につ

いては、個別の状況やユニバーサルサービス以上の独自サービスを提供するかなどによって対応が異

なる。ガイドラインとしては基本的な方式を示すことで、基礎自治体独自の検討を助けるとともに、ユニ

バーサルサービス部分の格差を是正する。 

 

⑧「健康情報活用基盤」への接続ガイドライン整備 

健康情報活用基盤に情報を提供する保有機関のシステムと基盤を接続するための要件とセキュリテ

ィーレベルをガイドラインとして整理する。さらに、情報を参照、利用する利用者環境と基盤の接続に関

する要件とセキュリティーレベルもガイドラインとして整備する。 

健康情報活用基盤に対して基礎自治体は情報保有機関（情報提供元）としての性質と、情報利用者

としての性質を持つ。それぞれに対して、どの様な準備や機能を有すれば実施可能となるかを整理す

る。 

基礎自治体以外にも、たとえば医療機関などが健康情報活用基盤に接続する場合のガイドラインとし

ても整備必要となる。 

これらの取り組みについて、政府、中央省庁などには積極的なイニシアチブをとり、早急かつ強力に

各事業の推進に当たられることを強く期待する。同時に、ユニバーサルサービスとして健康情報の維持・

管理を日本の社会資本として整備し、安全安心な地域再生を実現するうえで不可欠の取り組みであるこ

とを改めて強調する。  
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６ 活動成果の総括と今後の展望 

本章では、平成２２年度のＷＧ活動成果についての総括と、来年度に向けた活動の方向性について

述べる。 

 

６．１ 平成２２年度の活動成果 

平成２１年度は４つのユースケースを設定することによりラフな健康支援サービスのイメージの洗い出

しをしたが、今年度はその中でも標準的かつユニバーサルな業務となりうる健康支援サービスの具体的

なモデリングを実施した。その上で、健康支援サービスをするために必要となる健康情報活用基盤の機

能要件の整理も行った。また、健康情報活用基盤の導入にあたり解決しなければならない課題の整理

も実施した。 

これら検討を通じて認識したことは、現在、多くの基礎自治体は住民の健康増進を推進するために多

大な労力を払い、それぞれの立場で様々な健康支援サービスの試行錯誤を行っているという事実であ

る。現在は健康支援サービスの業務標準に相当するものがないため、個別パッケージのカスタマイズを

含め、すべてスクラッチでの非効率なシステム構築が自治体毎になされているのが現状である。このた

め、すべての基礎自治体で標準となりうる健康支援サービスの業務モデルを定め、その上で健康情報

業務アプリケーションユニット標準仕様の策定とそれと整合のとれた健康情報活用基盤が整備構築され

る必要がある。健康情報活用基盤を使った標準化された健康支援サービス業務を早期に制度化するこ

とは、基礎自治体の負荷低減のみならず、健康増進水準の全国均てん化を通じて国民がいきいきと健

康でいられる期間の増長に多大な寄与が可能となるであろう。 

またある一定の環境（住民管理番号等）が整えさえすれば、健康情報活用基盤自体はそれほど高度

なＩＣＴ技術を駆使しなくても比較的容易に構築することが可能であるということである。このためには、現

在進められている各政策（自治体クラウド、税・社会保障に関わる番号制度等）との整合を図りつつ、実

証事業等を通じて制度的課題の解決方策を中心に検討するとともに、住民のカウンターパートである基

礎自治体として要求を更に具体化しそのための提言を更に強化していくことが肝要であろう。 

 

６．２ 平成２３年度の活動の方向性 

本年度での検討は、結果的には成人向けの生活習慣病予防にフォーカスした検討範囲になってしま

ったが、基礎自治体からは小中学校における児童生徒の健康管理に関しての必要性が改めてあげられ

た。実際、「青尐年のメタボリックシンドロームを考える研究会」（信州大医学部保健学科本郷実教授）の

報道発表では、「生活習慣病と関係の深い食事や運動などの習慣は子どもの時期に形成されやすく、中

高年になって症状が出てからの対策では遅すぎる」とされている。このため、今年度で検討した健康支

援サービスが学齢期での保健にも適応可能かどうか、更には高齢者への適応可能を含め検討の対象

範囲を広げる必要がある。 
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一方、政府での番号制度の検討状況を踏まえつつ、事前入力（プレポピュレーション）の考え方を更に

整理するとともに、健康情報業務アプリケーションユニットの標準仕様化を目指してデータ、入出力の精

緻化を進める。 

最後に、当ＷＧでの検討内容の検証や健康業務アプリケーションユニット標準仕様化の検討に関して

は、２３年度に事業化される総務省・健康情報活用基盤構築事業等を効果的に活用して進めることが肝

要であろうと思われる。 

 


